
富田林市要綱第７７号 

 

富田林市建設工事希望型指名競争入札試行要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、富田林市が発注する建設工事について、富田林市

財務規則（昭和３９年富田林市規則第１６号）に規定する指名競争入

札のうち、第３条に規定する対象工事につき希望型指名競争入札を試

行するにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、希望型指名競争入札とは、建設工事ごとに

入札参加希望者を募り、その者のうちから市長が定める基準により対

象者を選定して行う指名競争入札の方式をいう。 

（対象工事等） 

第３条 希望型指名競争入札の対象となる建設工事（以下｢対象工事｣と

いう。）は、次のとおりとする。ただし、緊急工事、特殊工事その他

特別の理由があると認める工事は、除くものとする。 

（１） 土木一式工事については、その設計金額が２５０万円を超え

５億円未満の工事 

（２） 建築一式工事については、その設計金額が２５０万円を超え

１０億円未満の工事 

（３） 舗装工事については、その設計金額が２５０万円を超え１億

円未満の工事 

（４）  水道施設工事については、その設計金額が２５０万円を超え

５億円未満の工事 

（参加対象者） 

第４条 希望型指名競争入札の参加対象者（以下「参加対象者」という。）

は、富田林市建設工事請負業者の等級別区分に関する要綱（平成１２

年富田林市要綱第５８号。以下「等級別区分要綱」という。）第５条

第２項に規定する市内業者であって、第８条に規定する入札参加資格

を有するものとする。 

 （等級別区分表等） 

第５条 削除 

（参加対象者の等級別区分） 

第６条 参加対象者の等級別区分は、等級別区分要綱第５条の規定によ

り等級別区分されたものとする。 

（対象工事の公表） 



第７条 希望型指名競争入札により契約を締結しようとするときは、原

則として毎月第 1 又は第２月曜日（その日が富田林市の休日に関する

条例（平成２年富田林市条例第３０号）第２条に規定する休日（以下

「休日」という。）にあたるときは、その翌日以降で、休日でない日）

に、次に掲げる事項を公表するものとする。 

（１） 対象工事番号 

（２） 対象工事名 

（３） 対象工事場所 

（４） 対象工事期間 

（５） 対象工事種別 

（６） 対象工事概要 

（７） 入札参加資格 

（８） 予定価格及び最低制限価格 

（９） 入札の方法 

（10） 入札書等の送付先及び到達期限 

（11） 開札日時及び場所 

（12） その他入札に際し必要な事項 

２ 前項の公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

（１） 市のホームページへの掲載 

（２） 総務部契約検査課における掲示 

（入札参加資格） 

第８条 希望型指名競争入札参加資格（以下「入札参加資格」という。）

を有する者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 当該年度の入札参加資格者名簿に登載されている者 

（２） 富田林市入札等参加停止要綱（令和２年富田林市要綱第７号）

の規定に基づく参加停止期間中でない者 

（３）  富田林市契約からの暴力団排除措置要綱（平成２３年富田林

市要綱第８５号）の規定に基づく入札等排除者でない者 

（４） 等級別区分要綱別表に定める工事の種類及び発注基準額に対

応する等級に区分されている者 

（５） 対象工事に法第２６条の規定に基づく必要な技術者及び現場

代理人を配置できる者。ただし、配置する技術者は、３ヶ月以

上の雇用関係がある者 

（６） 同日に実施された対象工事の入札において先に落札していな

い者 

（７） 前各号に定めるもののほか、入札参加資格を別途定める場合

には、その要件を満たす者 

（入札参加申請） 



第９条 希望型指名競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加申

請者」という。）は、第７条に規定する発注対象工事ごとの公表にし

たがって、希望型指名競争入札参加申請書（以下「入札参加申請書」

という。）、入札書及び内訳書を市長に提出しなければならない。 

（入札参加申請の制限） 

第１０条 前条の入札参加申請は、次に掲げる場合は、行うことができ

ないものとする。 

（１） 入札参加申請を提出するときに、既に手持工事（随意契約を

除く。）が市内本店業者は５件以上、市内支店業者は３件以上

ある場合 

（２） 第７条の規定により、同一の日に公表された対象工事につい

ての入札参加申請が５件を超える場合 

２ 「工事の発注に当たっての建設業者の選定方法等について」（平成

１６年３月３０日国地契第８９号国土交通省大臣官房地方課長通達）

の規定に該当する者は、同一入札への申請については一者のみを認め

るものとする。 

（入札参加資格審査等） 

第１１条 第９条に規定する入札参加申請書等の提出があった場合は、

入札参加申請者の資格等の審査をし、その結果を委員会の長に報告す

るものとする。 

２ 入札参加申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、希望型指

名競争入札の入札参加資格を認めないものとする。 

（１） 本市が既に発注した工事に係る請負契約に関し、次に掲げる

事項のいずれかに該当し、当該状態が継続していることから請

負者として不適当であると認められるとき。 

ア 工事請負契約書に基づく工事関係者等に関する措置要求に 

従わないこと。その他請負契約の履行が不誠実であること 

イ 一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等 

について、関係行政機関からの情報により請負者の下請契約 

関係が不適切であることが明確であること 

（２） 手形交換所による取引停止処分又は主要取引先からの取引停

止等の事実があり、経営状態が著しく不健全であると認められ

るとき。 

（３） 本市が既に発注した工事について、安全管理の改善に関し労

働基準監督署等からの指導があり、これに対する改善を行わな

い状態が継続している場合であって、明らかに請負者として不

適当であると認められるとき。 



（４） 賃金の不払いに対する厚生労働省からの通報があり、当該状

況が継続している場合であって、明らかに請負者として不適当

であると認められるとき。 

３ 市長は、第１項の審査の結果を入札参加申請者に通知、又は公表し

なければならない。この場合において、入札参加を指名しなかった者

には、その理由及び提出された入札書が無効である旨を付すものとす

る。 

（指名の取消し） 

第１２条 市長は、前条により入札参加を指名された者が入札までの間

に、第８条第２号及び第３号に該当しなくなった場合並びに前条第２

項及び第３項に該当することが明らかになった場合又はこれらの事由

が生じた場合には、既に行った指名を取り消すことができるものとす

る。 

（入札の辞退） 

第１３条 それぞれの入札において、第８条第５号の配置予定をしてい

る技術者及び現場代理人が重複することは認められるが、落札した場

合、以後の希望型指名競争入札については、辞退しなければならない

ものとする。 

 （入札の失格） 

第１４条 入札後において、第１０条第２項の規定に該当することが判

明した者の入札は失格とする。 

（入札の中止等） 

第１５条 希望型指名競争入札に付す場合において、入札に参加する者

が２に満たないときは、当該入札を中止するものとし、直ちにその旨

を入札参加申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により入札を中止した場合は、指名競争入札とするもの

とする。 

（設計図書等） 

第１６条 希望型指名競争入札に係る設計図書等の費用は、入札参加資

格等の審査又は入札の結果にかかわらず、入札参加申請者の負担とす

る。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、希望型指名競争入札に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則  

 この要綱は、平成１８年１月１日から施行する。 

附 則（平成１８年要綱第５号） 



 この要綱は、平成１８年２月１日から施行する。 

附 則（平成１９年要綱第８２号） 

この要綱は、平成１９年７月２７日から施行する。 

附 則（平成１９年要綱第１０４号） 

 この要綱は、平成２０年１月１日から施行する。 

附 則（平成１９年要綱第１０８号） 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年要綱第１９号） 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年要綱第１０号） 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、同日以後に公表する希

望型指名競争入札に適用する。 

附 則（平成２２年要綱第７３号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年要綱第８６号） 

この要綱は、平成２３年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２６年要綱第９１号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年要綱第７号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  別  表 （第５条、第８条関係）   

種

類 

 等    

級 
      総合評点 発注基準額 手持工事の額 

土
木
一
式
工
事 

Ａ 1,400点以上 5億円以上 
手持工事のある間は､指

名しない。 

Ｂ 1,100点以上  1,400点未満 3億円以上        5億円未満 

5億円 

Ｃ 730点以上  1,100点未満 2,000万円以上    5億円未満 

Ｄ 650点以上    730点未満 500万円以上    1億円未満 1億5,000万円 

Ｅ1 570点以上    650点未満 130万円以上  2,000万円未満 3,000万円 

Ｅ2 570点未満 500万円未満 2,000万円 

建
築
一
式
工
事 

Ａ 1,400点以上 10億円以上 
手持工事のある間は､指

名しない。 

Ｂ 1,100点以上  1,400点未満 5億円以上      10億円未満 

10億円 

Ｃ 700点以上  1,100点未満 2,000万円以上  10億円未満 

Ｄ 650点以上    700点未満 500万円以上   1億円未満 1億5,000万円 

Ｅ1 600点以上   650点未満 130万円以上  2,000万円未満 3,000万円 



Ｅ2 600点未満 500万円未満 2,000万円 

 
 
 
 

舗
装
工
事 

Ａ 1,400点以上 2億円以上 
手持工事のある間は､指

名しない。 

Ｂ 1,000点以上  1,400点未満 5,000万円以上    2億円未満 2億円 

Ｃ 620点以上  1,000点未満 400万円以上    1億円未満 1億円 

Ｄ 560点以上    620点未満 200万円以上  2,000万円未満 3,000万円 

Ｅ 560点未満 400万円未満 2,000万円 

水
道
施
設
工
事 

Ａ 1,400点以上 5億円以上 
手持工事のある間は､

指名しない。 

Ｂ 1,100点以上  1,400点未満 3億円以上        5億円未満 

5億円 

Ｃ 730点以上  1,100点未満 2,000万円以上    5億円未満 

Ｄ 650点以上    730点未満 500万円以上    1億円未満 1億5,000万円 

Ｅ1 570点以上    650点未満 130万円以上  2,000万円未満 3,000万円 

Ｅ2 570点未満 500万円未満 2,000万円 

 

 
備考 発注基準額は、設計金額（消費税を含む。）とする。 


